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概 要

国交省国土技術政策総合研究所では，優れた革新的技術の実証・普及により，下水道事業におけ

るコスト縮減や再生可能エネルギー等の創出を実現し，併せて本邦企業による水ビジネスの海外展

開を支援するために，下水道革新的技術実証研究 (B-DASH プロジェクト) を平成 23 年度より実

施している。本稿では，プロジェクトの概要および導入ガイドラインの目的等について現況も含め

て紹介した。
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1．は じ め に

下水道は，国民生活にとって必要不可欠な社会資本

であるが，地球温暖化や資源・エネルギー需給逼迫等

への対応として，下水道資源 (処理水や汚泥バイオマ

ス，下水熱等) のポテンシャルの活用が求められてい

る。

このような社会的要請及び行政ニーズを踏まえた新

技術も開発されつつあるが，まだ実績が少なく導入に

慎重な下水道事業者も多い。このため，国土交通省下

水道部では，「下水道革新的技術実証事業 (B-DASH

プロジェクト)」を平成 23 年度より開始しており，国

土技術政策総合研究所 (以下，国総研という。) 下水

道研究部はこの実証研究の実施機関となっている。

B-DASH プロジェクトの目的は，優れた革新的技

術の実証・普及により，下水道事業におけるコスト縮

減や再生可能エネルギー等の創出を実現し，併せて本

邦企業による水ビジネスの海外展開を支援することで

ある。

具体的には，公募・有識者の審査により採択された

技術について，国総研の委託研究により，研究体 (受

託者) が実規模施設を下水処理場に設置し，処理の安

定性，技術の適用性，技術導入によるコスト縮減・省

エネルギー効果等を実証し，国総研がその成果を踏ま

えて，下水道事業者による導入検討のためのガイドラ

インを策定し，もって普及を図るものである。

2．B-DASHプロジェクトの概要

2. 1 多様な技術テーマへの取り組み

B-DASH プロジェクトの技術テーマについては，

まず公募を行った上で，その技術レベルや事業性の見

込み，さらには地方公共団体の下水道事業者のニーズ

等も踏まえて選定している。Fig. 1 に示すとおり，こ

れまで下水道に関する様々な技術テーマについて，革

新的な技術の実証等を行ってきており，水処理や汚泥

処理・有効利用に加えて，管きょや処理場設備のス

トックマネジメント，浸水対策等も対象としてきてい

る1)。

これらのうち，特に水処理・汚泥処理，エネルギー

関係の実証事業に関しては，下水処理研究室が担当し

ており，これまでに実施してきた実規模実証は

Table 1に示すとおりである1)。

2. 2 下水道技術のトレンド

これまでの実証技術から見て取れる下水道技術のト

レンドについて簡潔に述べる。

(1) 汚泥等のエネルギー利用の推進

Table 1 の中でも汚泥のエネルギー利用に関する技

術の実証事例が多い。これは，国全体で再生可能エネ

ルギーを推進する政策がとられており，国交省におい

ても生産性革命プロジェクトや社会資本整備重点計画

の目標に下水汚泥のエネルギー化率の向上を位置づけ

る等の積極的な取り組みが展開されていることが最大

の理由であるが，汚泥利用は独立したプラントとして

設置可能であり，実規模実証しやすいことも理由の一

つと考えられる。
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具体的には，消化ガス活用技術 (回収，精製，発

電)，水素化技術，乾燥燃料化技術，脱水の低含水化

と組み合わせた焼却廃熱発電技術等である。中小規模

向けのガス集約技術や肥料化・燃料化技術も取り組ま

れている。また管きょ内設置の下水熱利用も実証され

ている。

(2) 水処理は ICT活用で効率化，改築更新やダウンサイジ

ングにも対応

国交省として i-Gesuido を推進しており，水処理に

ついても，アンモニアセンサー等のセンシング技術と

風量制御技術を組み合わせる等の ICT 活用により，

運転管理の効率化を図り，省エネおよび処理水質を両

立させる技術を実証している。

また，既存施設の改築更新時の導入を念頭においた

技術が多く，最初沈殿池代替の固液分離技術 (ろ過)，

標準法代替の無曝気水処理 (新散水ろ床)，標準法改

造 (固液分離+無終端水路で 2点 DO制御) による高

度処理化等があげられる。

さらに，人口減少下でのダウンサイジングに対応し

て水処理・汚泥処理の規模を縮小可能とする技術 (ス

ポンジ担体や特殊繊維担体) も実証中である。

消化導入促進のため，返流水の高濃度窒素除去を省

エネで行うアナモックス技術も実証されている。

(3) 資源利用の多様化

消化汚泥からのリン回収と肥料化，処理水の再生利

用，消化ガスからのCO2回収利用+栄養塩利用藻類培

養等も実証されている。

3．導入ガイドラインの概要と目的

3. 1 導入ガイドラインとは

導入ガイドラインは，実証研究の成果を踏まえて，

国総研が実証技術毎に策定するものである。専門的知

識を有する有識者及び実務に精通した地方公共団体の

下水道事業者より意見を聴取しながらとりまとめ，有

識者による評価を受けている。

これまでに，Table 2 に示すとおり 16 編のガイド

ライン (案) を策定し，国総研資料として公表してい

る1)。水処理の省・創エネルギー，汚泥処理・資源エ

ネルギー利用に加え，管きょや浸水対策の分野でも策

定・公表されている。

3. 2 導入ガイドラインの目的は普及展開

導入ガイドラインは，実証した技術の普及展開を

目的として，下水道事業者が革新的技術の特徴や性能

を理解し，下水処理場の状況に応じた革新的技術の導

入可能性を容易に検討することが可能となるように策

定している。利用者にとって説得力の高いガイドライ

ンとなるように，策定にあたっては特に以下の点に留

意している。

(1) 革新的技術導入の前提条件や特に効果が見込まれ

る条件を，実証結果を踏まえ，具体的に記載する。
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Fig. 1 The Outline of the B-DASH Project (Adopted Project Themes in FY 2011-2017)
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よ
る

24
時
間
振
動
測

定
デ

ー
タ

と
タ
ブ

レ
ッ

ト
入
力

し
た
点

検
記
録

を
ク

ラ
ウ

ド
サ

ー

バ
に
集
約
し
，
下
水
道
設
備
の
劣
化
診
断
を
行
う
技
術

連
続

的
に
自
動
測

定
す

る
振
動
セ

ン
サ

ー
に

よ
る
振
動
診
断

と
ビ
ッ
グ
デ

ー
タ
分
析

に
よ

り
下

水
道

設
備
の
劣
化
状
況
把
握
・
診
断
を
行
う
技
術

H
29

年
度

に
ガ

イ
ド

ラ
イ
ン
案
公
表
予
定

実
証

に
よ

り
今
後

ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
案

を
策

定
・
公
表
予
定

H
28

⑳
中
小

処
理

場
向

け

下
水

汚
泥

の
有

効

利
用
技
術

㉑
ダ
ウ
ン
サ
イ
ジ
ン
グ

脱
水
乾
燥
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
下
水
汚
泥
の
肥
料
化
，
燃
料
化
技
術

自
己
熱
再
生
型
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
式
高
効
率
下
水
汚
泥
乾
燥
技
術

D
H
S
シ
ス
テ
ム
を
用
い
た
水
量
変
動
追
従
型
水
処
理
技
術

特
殊
繊
維
担
体
を
用
い
た
余
剰
汚
泥
削
減
型
水
処
理
技
術

月
島

機
械
・
日

本
下

水
道

事
業
団
・
鹿
沼

市
・
サ

ン
エ

コ
サ

ー
マ

ル
・

(公
財
)鹿
沼
市
農
業
公
社

秦
野
市
・

(株
)大
川
原
製
作
所
・
関
西
電
力

(株
)

須
崎
市
・
日
本
下
水
道
事
業
団
・
三
機
工
業

(株
)・
東
北
大
学
・
香
川

高
等
専
門
学
校
・
高
知
工
業
高
等
専
門
学
校

株
式

会
社
IH
I
環
境

エ
ン

ジ
ニ
ア
リ

ン
グ
・
帝
人
株
式

会
社

・
日

本
下
水
道
事
業
団
・
辰
野
町

機
内
二
液
調
質
型
遠
心
脱

水
機

と
円
環
式
気
流
乾
燥

機
を
組
み

合
わ

せ
た

省
ス
ペ

ー
ス

の
脱

水
乾
燥

シ
ス
テ
ム
で
あ
り
，
乾
燥
汚
泥
含
水
率
の
調
整
が
可
能
と
な
る
技
術

乾
燥
排
気
中
の
蒸
気
潜
熱
を
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
に
よ
り
回
収
利
用
し
，
汚
泥
乾
燥
の
熱
効
率
を
高
め
た
汚

泥
乾
燥
技
術

ス
ポ
ン
ジ
状
担

体
を
用

い
た

D
H
S
ろ
床
と
移
動
床
式

の
生
物
膜
ろ
過
槽
を
組
み

合
せ
た
流

入
水
量
に

応

じ
た
効
率
的
な
ダ
ウ
ン
サ
イ
ジ
ン
グ
が
可
能
な
標
準
法
代
替
水
処
理
技
術

反
応
タ
ン
ク
の
多
段
化
と
特
殊
繊
維
担
体
に
よ
り
微
生
物
の
自
己
酸
化
・
食
物
連
鎖
を
促
進
す
る
こ
と

で
汚
泥
発
生
量
を
大
幅
に
削
減
す
る
O
D
法
代
替
水
処
理
技
術

H
29

㉒
地
産

地
消
バ
イ
オ
マ

ス
活
用
技
術

㉓
地

球
温

暖
化

対
策

型
汚
泥
焼
却
技
術

㉔
処
理
能
力

(量
・
質
)

向
上
技
術

高
効
率
消
化
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
地
産
地
消
エ
ネ
ル
ギ
ー
活
用
技
術

温
室
効
果
ガ
ス
削
減
を
考
慮
し
た
発
電
型
汚
泥
焼
却
技
術

最
終
沈
殿
池
の
処
理
能
力
向
上
技
術

三
菱
化
工
機
・
九
州
大
学
・
日
本
下
水
道
事
業
団
・
唐
津
市

JF
E
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
・
日
本
下
水
道
事
業
団
・
川
崎
市

メ
タ
ウ
ォ
ー
タ
ー
・
日
本
下
水
道
事
業
団
・
松
本
市

生
ご
み
等
の
未
利
用
バ
イ
オ
マ
ス
の
活
用
，
無
動
力
の
消
化
槽
撹
拌
装
置
，
バ
イ
オ
ガ
ス
発
生
量
を
増

加
さ
せ
る
可
溶
化
装
置
，
高
い
発
電
効
率
を
有
す
る
燃
料
電
池
を
組
み
合
わ
せ
た
高
効
率
消
化
シ
ス
テ

ム
技
術

汚
泥
焼
却
設
備
か
ら
の
未
利
用
廃
熱
を
活
用
し
た
高
効
率
発
電
技
術
と
，
既
存
の
汚
泥
焼
却
設
備
に
も

適
用
可
能
な
局
所
撹
拌
空
気
吹
込
み
技
術
を
組
み
合
わ
せ
た
技
術

最
終
沈
殿
池
の
増
設
を
行
わ
ず
に
，
既
存
の
最
終
沈
殿
池
躯
体
を
利
用
し
て
，
ろ
過
部
の
設
置
に
よ
り

低
コ
ス
ト
で
処
理
能
力
を
量
的
あ
る
い
は
質
的
に
向
上
さ
せ
る
技
術



(2) 革新的技術導入によるエネルギー消費量 (削減

量)・コスト等を簡易算定式として提示し，導入

効果の試算例も併せて提示することにより，下水

道事業者自らが効果を概算できるように配慮する。

(3) 革新的技術導入検討のケーススタディにおける試

算条件の設定にあたっては，国内の下水処理場等

の実態を十分に踏まえる。

3. 3 導入ガイドラインの構成の意図

導入ガイドラインの国総研資料は，本編としての

「ガイドライン本体」および資料編としての「実証研

究成果等」から構成されている。「実証研究成果の評

価書」と「ガイドライン」の 2部構成とすることもで

きたが，普及展開を第一に考えて，ガイドラインを手

に取った者が，まずガイドライン本体に目を通すこと

を期待して現在の構成としている。そして，ガイドラ

イン本体が簡潔に読み通せる分量となるように，詳細

な情報は資料編に記載するようにしている。

3. 4 導入ガイドラインの記載は実証が根拠

導入ガイドラインの記載内容はすべて，具体的な実

証成果を根拠とすることを原則としている。このため，

資料編としての実証研究成果の記載内容もガイドライ

ン本体に劣らず大変重要である。

委託研究の期間，予算，実証フィールドに由来する

制約条件 (気象，水質・水量，汚泥性状等) 等から，

常に実証研究に理想的な状態で施設が運転できるわけ

ではないため，実規模実証で得られるデータの質・

量・範囲には限界が存在する。

例えば，処理水温の適用範囲を示す際に，技術原理

からは水温 15℃でも安定処理可能と見込んでいても，

実証フィールドで水温が下がらず 17℃未満のデータ

が取れなかった場合，やはり実証に基づく適用範囲と

しては 17℃までと示さざるを得ない。

より広い範囲の適用性を示すためには，必要に応じ

て，別途小規模パイロット実験等により，データ不足

範囲を補う等の取り組みが求められることとなる。

3. 5 導入ガイドライン策定の実際

実証研究から導入ガイドライン策定までの実際の流

れは，対象技術によって多少異なる。例えば，水処理

技術等の実規模実証施設を設置して通年の運転データ

を取得する場合では，一般的に次のとおりである。

(1) 試運転〜実証データ取得

実証施設の設置・試運転調整を経て，実運転を開始

し，実証に必要なデータを取得する。水処理施設では，

処理微生物の増殖等の立ち上げ運転期間を要する場合

が多く，施設完成から運転開始が冬期の低水温期にあ

たり，処理性能の安定化に苦労することもある。

(2) 実証成果のとりまとめ〜評価

実証データに基づき，評価項目に沿って実証成果を

とりまとめる。実証できた技術性能 (処理水質や除去

率，電力等のエネルギー消費量，建設費・維持管理費

の削減率等) により評価が行われる。

評価委員会において一定の成果が認められ次年度の

継続研究が妥当と評価されると，次年度の委託研究に

おいて運転を継続し，通年での安定性や四季変動への

対応等を確認することとなる。
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Table 2 The Outline of the Published Guidelines

B-DASH
プロジェク

ト No.

分 野

導入ガイドライン (案) の名称
国総研
資料番号水処理

省・創エネ
汚泥処理

資源エネ利用
管きょ

浸水
対策

1 ● ●
超高効率固液分離技術を用いたエネルギーマネジメントシステム導入ガ
イドライン (案)

736

2 ● バイオガスを活用した効果的な再生可能エネルギー生産システム 〃 737

3 ● 固定床型アナモックスプロセスによる高効率窒素除去技術 〃 802

4 ● 廃熱利用型低コスト下水汚泥固形燃料化技術 〃 803

5 ● ● 管路内設置型熱回収技術を用いた下水熱利用 〃 804

6 ● 消化汚泥からのリン除去・回収技術 〃 805

7 ● スクリーニング調査を核とした管渠マネジメントシステム技術 〃 876

8 ●
温室効果ガスを抑制した水熱処理と担体式高温消化による固形燃
料化技術

〃 870

9 ●
脱水・燃焼・発電を全体最適化した革新的下水汚泥エネルギー転換シ
ステム

〃 859

10 ● 下水道バイオマスからの電力創造システム 〃 860

11 ● 下水バイオガス原料による水素創エネ技術 〃 930

12 ● 無曝気循環式水処理技術 〃 951

13 ● 高効率固液分離技術と二点DO制御技術を用いた省エネ型水処理技術 〃 949

14 ● ICT を活用した効率的な硝化運転制御技術 〃 938

15 ●
ICT を活用したプロセス制御とリモート診断による効率的水処理
運転管理技術

〃 939

16 ● ICT を活用した浸水対策施設運用支援システム 〃 940



(3) 通年での評価〜導入ガイドライン (案) の策定・公表

2 年目の研究として，通年での性能評価に必要な実

証データの蓄積，運転実績に基づく事業性評価の精緻

化等と平行して，導入ガイドラインの原案づくりを進

めることなる。通年での実証成果をとりまとめ，導入

ガイドライン (案) とあわせて評価委員会の審議に付

し，一定の成果が認められると，指摘事項への対応等

の必要な修正作業を行い (通常は数ヶ月を要する)，

国総研資料として導入ガイドライン (案) を策定・公

表することとなる。

成果の普及展開を促進する観点から，例年，下水道

展の併催行事としてガイドライン説明会を実施してお

り，昨年度からは普及事例等もあわせて紹介している。

また，導入ガイドライン (案) 公表時に国交省とし

て記者発表を行い，成果の速やかな普及に注力してい

る。

4．普及展開と今後

4. 1 普及展開による行政目標達成

B-DASH プロジェクトは，国の行政目的を達成す

るために必要な技術を実証し，目的達成に適した技術

を実際に導入させて必要な効果を発揮させるために実

施している。技術導入の主な機会は，下水道施設の新

設または改築更新の事業実施時となる。このため，社

会資本整備総合交付金等を用いた事業において導入さ

れる技術について，国として望ましいと考える技術水

準を性能指標として示すことが有効である。

この取り組みの例として，消化ガス利用技術 (消化

槽，消化ガス精製，消化ガス発電，消化槽加温ヒート

ポンプ) に求める性能指標 (エネルギー効率) につい

て，平成 23 年度採択の B-DASH 技術の成果に基づ

いて国交省が定め，平成 25 年度に通知を発出してい

る2,3)。

今後，他の汚泥エネルギー利用技術や水処理技術等

についても同様の性能指標を提示していくことにより，

さらなる技術開発を促し，優れた性能を有する技術の

導入による行政目標達成を効果的に図っていくことが

期待される。

4. 2 FS調査による技術シーズの育成

H28 年度の B-DASH プロジェクトより，従来の実

規模実証に加えて，FS 調査 (H28 年度は予備調査と

呼称) を実施している。これは実規模実証より手前の

段階の技術について，実規模実証に到達できる技術的

可能性，事業性の見込み等をあらかじめ把握するため

に，パイロットプラント実験等による調査を行うもの

である。

調査した結果として，直ちに実規模実証を行うのは

難しいと判断される場合も当然あり得るが，実規模施

設で実証を行う前に検討しておくべき課題を洗い出せ

ることも含めて，技術シーズの育成に有用と考えられ

る

4. 3 今後の取り組み

B-DASH プロジェクトの技術成果の実事業におけ

る導入事例も増加してきており，行政目標への貢献が

進んでいくことが期待される。今後も，技術開発〜実

証〜普及展開〜行政目標達成の流れを加速して参りた

い。

なお，本稿は筆者の個人的見解を示したものであり，

所属組織の公式見解を示すものではない。
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